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『大阪大学国際機構研究論集』第30号（2026）

1　はじめに

　2019年、「日本語教育の推進に関する法律」が施
行され、地域における公的な日本語教育は共生社会
の実現に寄与するものであることが明確化された（神
吉 2020）。これまで在住外国人を対象とした公的な
日本語教育制度は整備されておらず、その必要性が
長らく指摘されてきた（野元 1995、山田 2002、富
谷 2010）。1980年代以降、在住外国人の増加に伴い、
各地で草の根活動として地域日本語教室が開設され
るようになり、多くの市民ボランティアが教室活動
を支え続けている。2024年の報告書でも、地域日本
語教室で、在住外国人の日本語学習支援に携わって
いる人の約90％はボランティアである（文部科学省 
2024）。
　法律施行後、政策面では日本語教室の空白地域や
支援人材不足に対する対策が進み、「日本語教師とボ

ランティアの両輪で進める地域日本語教育」が具体
化した（新矢 2023）。それにより、従来はボランティ
アが担ってきた言語習得支援を含む幅広い役割が再
編され、公的日本語教育の整備と市民活動としての
ボランティアの役割の二本柱による新たな体制が進
められようとしている。
　本稿では、まず日本語教育分野でこれまで議論さ
れてきた地域日本語教室のボランティア研究を整理
する。次に、「多文化共生」という概念が全国に広ま
り強調される一方、そこで具体化された共生社会の
あり方に「人権」や「差別」といった観点が取りこ
ぼされてきた背景を分析する。そのうえで、地域日
本語教育の実践の大部分をボランティアが担ってき
たにもかかわらず、地域日本語教育研究では、教室
運営や活動内容といった言語習得の側面に焦点が当
てられ、これまでボランティア研究の視点が取り入
れられてこなかったことを指摘し、ボランティア活
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地域日本語教育の学際的再検討
―人権・政策・ボランティア研究を横断する視座から―

瀬井　陽子＊

要　旨
　本稿は、地域日本語教育を人権問題およびボランティア研究と接続し、学際的に再検討する
ことを目的とする。これまで地域日本語教育は、日本語教育研究の文脈で扱われることが多く、
教室運営や学習支援の内容など、言語習得の観点からの議論が中心であった。しかし、地域日
本語教育は教育機関での日本語教育とは異なり、市民によるボランティア活動に大きく依拠し
てきた点に特徴がある。本稿では、まず地域日本語教育の形成過程を整理し、政策の変遷と在
住外国人の増加により、地域における日本語学習支援がボランティア依存の活動となっていっ
た経緯を概観する。次に、多文化共生という用語が多義化していき、「共生」が本来前提として
いた人権に関わる理念が脱落してしまった現象について述べる。そのうえで、ボランティア研
究で蓄積されてきた知見と地域日本語教育の共通点を挙げる。まとめとして、今後の地域日本
語教育のボランティアの位置づけを共生社会の実現に向けた相互学習を担う役割として再定義
する。

【キーワード】地域日本語、ボランティア、相互学習、共生社会
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動について議論する。最後にこれらの文献調査の結
果を統合する形で、今後の地域日本語教室における
ボランティアの位置づけを再定義する。

2　日本語教育分野におけるボランティア研究

2-1　地域日本語教室の概要
　地域日本語教育は、1980年代後半以降、眼前の困
っている外国人に手を差し伸べるという地域住民に
よる活動を中心に広まった（日本語教育学会 2008）。
そのため、統一された定義がなく、「地域日本語学習
支援」「地域日本語ボランティア活動」「地域日本語
活動」など様々な呼称が用いられてきた（池上 2007、
西口 2008、御舘 2019）。本稿では、文化庁（2007）
が示した、生活者としての外国人に対する日本語学
習支援を含む活動全般を指す「地域日本語教育」を
用い、それが行われる教室を「地域日本語教室」と
する。
　1970年代に中国帰国者、インドシナ定住難民など
の受け入れが行われるまで、国内の日本語教育が主
に対象としていたのは、日本に住む留学生やビジネ
スパーソンなどで、目的達成のために日本語学び、
その後は帰国する限られた外国人のグループであっ
た（榎井 2021）。1980年代には、留学生10万人計画、
国際結婚の増加、外国人雇用の拡大、技能実習生の
受け入れなどがあり、1989年に出入国管理法が改訂
されると日系南米出身者が急増する（山脇 2002）。
　このような在住外国人の増加と多様化に対応する
ため、地域住民によるボランティアグループが作ら
れるようになる。日本語を教える取り組みが先駆的
に行われた東京都足立区では、1984年に日本語ボラ
ンティアのための養成講座（90時間の文法講座）が
開かれ、1994年に文化庁1）によって地域に重点を置
いた日本語教育支援策が行われると、様々な地域で
日本語指導者育成のための講習会や異文化理解講座
の開催、地域に応じた教材の開発・制作等の事業が
実施されるようになっていった（野山ほか 2009）。
　2006年には総務省が「多文化共生の推進に関する
研究会報告書」を公表し、翌2007年には文化庁が

「生活者としての外国人に対する日本語教育事業」を
開始した。
　このような国の動きのもと、日本語教育学会

（2008）は、文化庁の委託を受け、地域日本語教育に
関する大規模調査を行い、多文化共生社会形成に向

けた地域日本語教育システムの枠組みを提示した。
2009年には、地域日本語教室の主な担い手であるボ
ランティアを対象とした「日本語ボランティア養成・
研修講座に盛り込む学習内容と学習活動」がまとめ
られた（日本語教育学会 2009）。地域日本語教育シ
ステムの枠組みには、留学生を対象とした従来型の
日本語教育ではなく、「生活者」の目線に立った言語
生活や言語能力についての記述がなされ、地域の日
本語教育に携わる専門家やコーディネーターの必要
性も述べられた。
　以上のことから、1980年代に各地域で始まった地
域日本語教室は、長い年月を経て2009年に全国的な
整備への一歩を踏み出したと言える。

2-2　ボランティア養成
　地域日本語教室の特徴として、日本語教育の専門
家ではない市民の活動として展開していった点が挙
げられる（富谷 2010）。教室では、学習者の日本語
習得支援が行われるため、多くのボランティアの関
心は主に教え方や教授法に向けられる傾向があり、
ボランティアを対象とした養成講座では、日本語の
教え方がよく扱われた（日本語教育学会 2008）。
　しかし、西口（1999）は、学習者の個別ニーズ調
査や教材作成をボランティアに期待することの不適
切さを指摘し、教えることへのこだわりが強まる危
険性を述べるとともに、相互学習の重要性を強調し
た。
　また、ボランティア養成講座の内容は十分に検討
されたものとは言えず、専門家養成を模した内容や、
実践に結びつかない教養講座に偏るなどの課題が指
摘されてきた（深澤ほか 2006）。そのため、地域の
実態に即した「地域型」の活動方法の検討が進めら
れた。
　尾﨑（2004）は、大学や日本語学校で行われてき
た「学校型」の文型積み上げ式教授法を地域日本語
教室に持ち込む問題を指摘し、地域に適した「地域
型」日本語教育のあり方を提案した。さらに、学習
者とボランティアが学び合う「相互学習」と、社会
参加を保障するための日本語習得を支える「補償教
育」を区別して考える必要性（山田 2002）、ボラン
ティアと学習者の間に生じる「教える―教えられ
る」関係の権力構造（許 2011）、学習者の社会的背
景への理解の重要性（青木 2011）なども指摘され、
ボランティア養成が多方向から検討されるようにな
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った。
　2008年の日本語教育学会による大規模調査報告以
降、5 年間でボランティア養成講座がどのように変
化したかを調査した俵山ほか（2017）では、相互学
習を志向する内容が新たに取り入れられていること
を明らかにしており、ボランティア養成に変化が起
きていることがわかる。しかし、2008年度も2013年
度もボランティア養成で一番多く扱われていた内容
が「教授法」であることも俵山ほか（2017）の調査
で示されていた。
　これら一連の研究から、ボランティアが日本語の
習得に関わる専門性を含む多重の役割を担ってきた
こと、教室での活動が多方向から検討されつつも、
日本語を教えるという側面により強く焦点が当てら
れてきたことがわかる。

2-3　ボランティア依存の問題
　日本国内で日本語教育に携わる人のうち、ボラン
ティアは全体の50％以上を占め、その活動場所の90
％以上は国際交流協会、任意団体・法人、地方公共
団体である（文部科学省 2024）。これは、大学や日
本語学校では有償の教師が中心である一方、地域日
本語教室では無償のボランティアに大きく依存して
いる現状を示している。
　この構造的な依存状況の中で、高齢化や後継者不
足、学習者の多様なニーズに対応しきれないこと、
初期日本語教育の負担が大きいことなど、様々な課
題が指摘されている（文化庁 2022）。
　山田（2002, 2018）は、在住外国人への日本語教育
が本来、公的制度として保障されるべき言語保障で
あるにもかかわらず、日本では制度が整備されてこ
なかったと指摘し、池上（2007）は、外国人住民が
生活を維持し発展させるための支援を、地域住民が
ボランティアとして補完せざるを得ない状況が続い
ていることを問題視した。徳田（2023）は、国の政
策の不備を現場が「穴埋め」しながら対応している
と述べ、各地域の実態を明らかにしている。
　海外では、ドイツやオランダをはじめ、公的な言
語教育プログラムが整備されており、日本でも体制
整備が急務であると金田（2012）は述べている。
　野元（1995）では、市民ボランティアが日本語学
習支援の担い手となっていることに対し、「生命を守
り、生活を切り拓く学習機会」という本質的な位置
づけ、つまり人権問題から離れつつある状況に警鐘

を鳴らしている。人権問題と地域日本語教育の接点
については、次で説明する。

3　人権問題と地域日本語教育

3-1　人権問題との接点
　現在の地域日本語教室は、識字運動、夜間中学、
中国帰国者支援、国際交流協会による事業、多文化
共生政策など複数の系譜を有している。それぞれの
対象者や運営理念は異なり、多様な背景が重なり合
うことで現在の姿が形成されてきた。
　森（1999）は、戦後から続く学びの場に新たな在
住外国人が加わるようになった要因として、次の 5
点を挙げている。（1）1990年の「国際識字年」を機
に、部落識字運動・夜間中学・日本語教育関係者の
連携が進んだこと、（2）中国帰国者や新たな在住外
国人が増加し、識字学級や夜間中学への参加が広が
ったこと、（3）阪神・淡路大震災後のボランティア
活動の広がりが識字運動を後押ししたこと、（4）1997
年度以降の行政予算によって識字・日本語教育事業
が社会教育全体と接続したこと、（5）夜間中学を日
本語教室化しないという大阪の政策転換により、市
民団体との協働のもと公民館等で新たな学習機会を
求める動きが進んだこと、である。
　1980年代末から1990年代にかけては、各地で国際
交流協会・国際交流センターが設立され、自治体単
位で外国人支援が進展し、日本語教室の事業が展開
されるようになった。その背景には、国が自治体に
対して積極的な「国際化」への対応を促し、地域の
活性化と国際社会への貢献を目指すために策定した

「国際交流推進大綱」「国際協力推進大綱」、ニューカ
マー増加に対応した「外国人集住都市会議」、さらに
2006年総務省の「地域における多文化共生推進プラ
ン（以下：推進プラン）」などの政策的流れがある

（榎井 2018）。これらの施策の中で地域日本語教室が
自治体の事業としても行われるようになった。
　このように1960年代以降、同和教育、生涯教育、
国際教育など異なる理念が交差しながら地域日本語
教室が形成されてきた。人権問題と深く結びついた
系譜を持つ一方、その理念が部分的に抜け落ちる現
象が起きていく。次節ではその背景を検討する。

3-2　こぼれ落ちる人権への認識
　外国人支援が自治体の国際交流事業として位置づ
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けられると、行政の担当部署や支援者の層が変化し、
地域日本語教室が本来有していた「社会教育として
の人権課題」という視点が希薄化する現象が生じる。
　田中（2008）は、大阪市で2007年に同和対策事業
が識字推進事業に統合され、人権問題が生涯学習の
枠組へと転換したことで、それまで重視されていた
差別問題への認識が脱落したと指摘する。従来、識
字学級は同和地区住民を対象に学校教員が支援し、
人権学習が体系的に行われていた。しかし、事業見
直し後は対象範囲が「様々な理由によって非識字状
況にある人々」、すなわち外国人在住者へと広がり、
支援者も市民ボランティアへと交代した。その結果、
差別構造を踏まえた学習支援が十分に継承されない
状況が生まれた。
　さらに坂口（2022）は、大阪における公的日本語
教室に限っても、（1）社会教育施設の識字・日本語
教室、（2）文化庁事業の流れを汲む地域識字・日本
語交流教室、（3）同和対策事業の系譜を引く識字学
級、（4）その他生涯学習関連施設での教室、の複数
が並存し、それぞれが異なる理念を持つことを指摘
する。また、公的機関以外にも市民団体・財団法人・
コミュニティセンター等が開設する教室が多数あり、
学習内容や目的は多様化している。そのため、学習
者自身が教室間の理念や目的の違いを把握できない
という問題も生じているとしている。

3-3　多文化共生の展開
　在住外国人の増加により「多文化共生」という言
葉が使われるようになったのは1990年代前半である
が総務省による2006年の推進プランによって「多文
化共生」の名を冠した政策や計画が全国各地で策定
されるようになると、その用語は各地域で多義性を
帯びていく（佐竹 2011）。
　佐竹は、「多文化共生」の定義について、自治体の
条例や指針では、静岡は「安心・快適」、宮城は「地
域社会」、川崎は「人権」が明記され、各地域の方針
が反映されているとし、全国的には総務省（2006）
でも記された定義「国籍や民族などの異なる人々が、
互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こう
としながら、地域社会の構成員として共に生きてい
くこと」が広く用いられているとした。
　推進プランでは、総務省が地域国際化の柱として
いた国際交流と国際協力に加え、在住外国人にかか
わる取り組みを多文化共生と呼び、第 3 の柱に位置

づけ、労働力確保や治安維持の観点からではない「生
活者としての外国人」を打ち出したことが大きな転
換であった（山脇 2009）。
　しかし、推進プランでは、まず新たに渡日した外
国人の日本語コミュニケーションの確保が重視され
たため、髙谷（2022）は、「共生」という語が本来、
在日コリアンの運動の中で「反差別」「人権」を基盤
理念として用いられ、それが前提として使われてい
たにもかかわらず、全国展開の過程でその理念が削
ぎ落され、外国人政策とほぼ同義の語として扱われ
るようになったと指摘する。榎井（2022）では、国
政レベルの議論で、先住民族や旧植民地出身者が意
図的に含まれてこなかった経緯を批判している。
　富谷（2010）は、新たに渡日した外国人の日本語
コミュニケーションの確保という点でも、地域日本
語教室の開催では、ボランティア活動に参加できる
主婦層によって平日昼間に開かれる教室と、就労の
ためにその時間帯には参加できないという不一致が
あることを指摘した。また、それにより日本語能力
を向上させる機会がなく、学習者が職業上のステッ
プアップを望めないという二重に理不尽な構造にな
っていることも述べている。ここで富谷は、構造的
な問題のひとつに、ボランティアが基本的に「善意
による行為」で「自由」な活動である特徴にも言及
している。
　以上のように、地域日本語教室は人権問題と密接
に関連してきたにもかかわらず、政策の変遷や行政
体系の変化の中で、その理念が部分的に脱落してき
た。一方で、地域日本語教育の実践の大部分を支え
てきたボランティアについては、ボランティア依存
が問題視されてきたものの、ボランティア研究との
接続は十分に行われてこなかった。富谷（2010）が
指摘する「善意」で「自由」に行われている活動の
性質上の問題については、扱われてこなかったので
ある。そこで、次章では、ボランティア研究の知見
から地域日本語教室の現状を再考する。

4　ボランティア研究からの示唆

4-1　ボランティアのパラドックス
　ボランティアとみなされる活動には、「自発性」「非
営利性／無償性」「公共性／公益性」が備わっている
ことが条件とされる（入江 2013、内海ほか 2014、猪
瀬 2020）。さらに田尾（2001）は、ボランティア活
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動が主体的・自主的である一方、無責任な行動を防
ぐための仕組みが必要であり、そのバランスを取る
ための運営上の工夫が欠かせないと述べている。
　そもそもボランティアは「自発的」で「善き」活
動なのかという問いについて、仁平（2011）は、ボ
ランティア活動をマクロな社会レベルから観察し、
本人たちの善意や思いとは裏腹に、国家の政策や資
本に動員されていると診断を下す枠組である「動員
モデル」を用いて多角的に考察している。
　動員モデルによれば、ボランティアは社会保障政
策の補完として従属的に位置づけられ、人権擁護の
視点が薄れ、結果として社会保障の縮減と親和的に
なってしまう危険性がある。これは、善意に基づく
活動が、構造的には逆機能を生みうることを示して
おり、仁平はこの状態を「地獄への道は善意で敷き
詰められている（p.9）」と表現している。
　この動員モデルを克服しようとすると、利他性を
極端に高めることで「純粋贈与」を志向する方向へ
向かう。しかし、純粋な利他性を目指せば目指すほ
ど、動機の「不純さ」が再び発見され、「贈与のパラ
ドックス」に陥るのである。これを回避するための
さらなる利他性が求められ、パラドックス化と脱パ
ラドックス化が循環する。この構造は、最終的には

「ボランティア」という語そのものを問い直すところ
まで行きつくのである（p.237）。
　こうした循環に対し、仁平は「共に学び合う関係」
を基盤とする社会教育（生涯教育）型のボランティ
アが、贈与のパラドックスを相対的に回避できる可
能性を指摘する。その例として引用される寺田勝子

（杉並区消費者の会）の言葉は、ボランティアを「他
者への奉仕」ではなく、自らが生きる社会をより良
くするための学びと実践として捉えるものであり、
利他／利己のパラドックスを超える視点を示してい
る。
　仁平が指摘する、（1）社会保障政策に従属する構
造、（2）人権擁護の視点の喪失、という問題は、地
域日本語教室が直面しているボランティア依存の構
造と類似する。また、贈与のパラドックスを回避す
る方法として示される「相互学習」は、日本語教育
分野においても早い段階から提案されてきた概念で
ある。これを踏まえ、本稿では次節で、地域日本語
教室の文脈により適したボランティア研究に焦点を
当てる。

4-2　ボランティアの特徴と参加動機
　ボランティアに参加する人々には、どのような特
徴や動機があるのだろうか。鈴木（1987）は、学歴・
収入・社会階層の指標において高い層と低い層に二
分される「階層的二相性（K パターン）」が見られる
と指摘した。これに対し、三谷（2016）は、多変量
解析を行い、日本では収入や職業による制約は限定
的であることを示した。ボランティア参加者は、社
会経済的資源を多く持つ層に多いという「資源理論」
は多くの研究で支持されてきたが、三谷論文では、
その議論の再検討がなされた（西浦 2018）。また猿
渡（2017）は、経済的資源よりも文化的資源が参加
を強く促すことを示している。
　これらの研究を総合すると、現代の日本における
ボランティア参加者は、社会経済的資源に限らず、
高い教育水準や文化的資源を持つ層が中心であるこ
とがわかる。
　ボランティア参加の動機について、Claryら（1996）
は「VFI モデル」を提示し、動機を 6 つに分類して
いる。田尾（2001）は、これら 6 つの分類を以下に
示したうえで、ボランティアへの参加には、投資型
と消費型があるとした。
　1．�価値（values）：利他的信念、自己犠牲
　2．�理解（understanding）：社会経験の獲得、学習
　3．�社会（social）：他者と関わる機会
　4．�キャリア（career）：技能獲得、職業的経験
　5．�防衛（protective）：罪悪感の軽減、自己問題の

回避
　6．�強化（enhancement）：自己肯定感を高める利己

的動機
　桜井（2002）では、投資型は経験やスキル獲得を
期待し、特に若年層に多く、一方で、消費型は活動
そのものに価値を見いだし、より高齢層に多いとさ
れる。
　このモデルは、日本語ボランティア養成にも応用
可能である。野山ほか（2009）は、地域日本語教室
の機能を「居場所」「交流」「地域参加」「国際理解」

「日本語学習」の五つに分類している。「はじめに」
で述べたように、法律の施行によって、公的な日本
語が、日本語教育を専門とする日本語教師によって
行われることが明確化したのであれば、ボランティ
アは「日本語学習」支援以外の部分で、ボランティ
アが持つ多様な能力を活かし、学習者と関わる方法
に舵を切ることが可能になると言える。
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　さらにボランティアを通じた学習も取り入れるこ
とができるだろう。長沼（1998）は、ボランティア
を通じた学習を次の三つに分類している。
　1）�活動のための学習（Learning for Volunteer activ-

ity）
　2）�活動についての学習（Learning to Volunteer ac-

tivity）
　3）�活動による学習（Learning by Volunteer activity）
　現在の地域日本語学習支援活動では、主に「活動
のための」あるいは「活動についての」学習が中心
であるが、今後はボランティアが活動を通して何を
学ぶのかという「活動による学習」を視野に入れた
養成・運営の設計が可能となると考えられる。

5　まとめ

　本稿は、地域日本語教育を日本語教育研究の枠組
にとどめず、人権問題とボランティア研究を接続す
る視点から再検討した。まず、地域日本語教室が、
30年以上もボランティアの活動に依存してきた問題、
ボランティアが日本語の習得に関わる専門性を含む
多重の役割を担ってきたことを概観した。日本語を
教えることを強く志向していたボランティアに対し
て、相互学習の重要性が述べられていたことは既に
述べたが、法律が整備される前の従来の仕組みの中
では、日本語学習支援者としての役割が期待されて
いたことが大きい。構造的な問題が整備されたこと
で、本質的な意味で「相互学習」が実現可能になっ
たと言える。
　次に、地域日本語教室が多様な系譜を背景に形成
され、当初は識字教育や人権教育の理念と結びつき
ながら発展してきたにもかかわらず、政策的転換の
過程で「差別」や「人権」といった基盤が徐々に脱
落してきたことを述べた。また、ボランティア活動
が持つ性質上の問題について十分に検討されてこな
かった点を整理した。ボランティア研究からは、ボ
ランティア依存の構造的問題、人権擁護の観点の喪
失、そして贈与のパラドックスといった概念が、地
域日本語教室の現状と重なることを指摘した。特に、
参加者の特徴や動機に関する研究は、地域日本語教
室におけるボランティアの多様な関わり方を設計す
るうえで重要な示唆を与えるものであった。
　以上を踏まえると、地域日本語教育におけるボラ
ンティアの位置づけは、単に「日本語を教える人材」

ではなく、相互学習や地域参加を支える多様な役割
として再定義される必要がある。繰り返しになるが、
法律が施行されたことにより、日本語教師とボラン
ティアの両輪で進める地域日本語教育が新たに整備
されている。これによって、従来地域日本語教室の
ボランティアに求められていた日本語習得の支援者
という役割から離れ、利他／利己のパラドックスも
超えた、「自らが生きる社会をより良くするための学
びと実践」を行う役割に舵を切ることができると言
える。
　3-3 で、多文化共生の方針は地域によって異なる
ことを述べた。山脇（2009）は、自治体の外国人住
民施策の歴史には大きく 2 つの流れがあるとし、在
日コリアン集住地域のある川崎市や大阪市などは人
権施策の一環として行い、日系ブラジル人労働者が
急増した浜松市や豊田市など東海地方の自治体は、
国際化施策の一環として行ってきたとしている。こ
のことから、地域によって、住民構成には歴史的経
緯があり、それによって施策も方針も異なることが
わかる。今後、共生社会を目指した活動を行うとす
れば、自分達が住む地域がどのように形成され、目
の前にいる学習者がその中でどのように生きている
のかを共に考えることが可能であろう。お互いの言
語や文化・習慣について学び合う「相互学習」から
一歩踏み込むことで、共に暮らす社会について互い
に意見を出し合う場が構築できるのではないだろう
か。高齢層のボランティアが多く参加する場であれ
ば、ボランティアの知識や文化的資源を活用する方
法も検討できるだろう。
　今後は、公的日本語教育の整備と並行して、ボラ
ンティアが学びながら活動できる環境や、人権を基
盤に据えた支援の枠組みを構築することが求められ
るだろう。

注
1）	 国内の日本語教育の所轄は文化庁であったが、
2024年 4 月以降は文部科学省が担当となっている
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Abstract

An Interdisciplinary Reconsideration of Community-based Japanese 
Language Education: 

Perspectives from Human Rights, Policy, and Volunteer Studies

SEI Yoko

	 This paper aims to reconsider community-based Japanese language education by connecting it with issues of 

human rights and research on volunteerism from an interdisciplinary perspective. Previous discussions of 

community-based Japanese language education have largely taken place within the field of Japanese language 

education, focusing primarily on language acquisition, including classroom management and learning support. 

	 However, community-based Japanese language education differs from Japanese language education in 

educational institutions in that it has been characterized by its heavy reliance on volunteer activities by citizens. 

This paper first outlines the formation process of community-based Japanese language education, surveying how 

policy shifts and the increase in resident foreigners led to Japanese language support for foreign residents 

becoming a volunteer-dependent activity. Next, it addresses the phenomenon where the term “multicultural 

coexistence” has become increasingly ambiguous, leading to the loss of the human rights-related ideals originally 

inherent in the concept of “coexistence.” It then identifies commonalities between the insights accumulated in 

volunteer studies and community-based Japanese language education. In conclusion, it redefines the role of 

volunteers in community-based Japanese language education as contributors to mutual learning, essential for 

realizing a coexistence society.


